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「経済財政運営と改革の基本方針」（「骨太の方針」）における子ども・子育て支援の財源

（30頁27～32行目）

安倍内閣のこれまで３年間の経済再生や改革の成果と合わせ、社会保障関係費の実質的な増加が高齢化による増加分

に相当する伸び（1.5兆円程度）となっていること、経済・物価動向等を踏まえ、その基調を2018年度（平成30年度）まで継続

していくことを目安とし、効率化、予防等や制度改革に取り組む。この点も含め、2020年度（平成32年度）に向けて、社会保障

関係費の伸びを、高齢化による増加分と消費税率引上げとあわせ行う充実等に相当する水準におさめることを目指す60。

注60：安定的な財源を確保して実施する追加的な歳出増加要因（子ども子育て・家族支援等）については別途考慮する。

「骨太の方針2015」 （2015年6月30日）

「骨太の方針2016」 （2016年6月2日）

（31頁19～20行目）

追加的な歳出増加要因（子ども子育て・家族支援等）については、必要不可欠なものとするとともに、適切な安定財源を確

保する。

「骨太の方針2017」 （2017年6月9日）

（11頁8～16行目）

社会保障における世代間公平の確保を目指し、全世代型社会保障の実現に取り組む。そのため、待機児童解消や子供の

貧困対策を含め、少子化対策・子育て支援を拡充する。

引き続き企業主導型保育事業の活用等も図りつつ、多様な保育の受け皿を拡充し、待機児童の解消を目指すとともに、各

自治体における状況等も踏まえて子育て安心プランに基づき、安定的な財源を確保しつつ、取組を推進する。

保育人材を確保するため、保育士の処遇改善に加え、多様な人材の確保と人材育成、生産性向上を通じた労働負担の軽

減、さらには安心・快適に働ける環境の整備を推進するなど総合的に取り組む。また、子ども・子育て支援の更なる「質の向

上」を図るため、消費税分以外も含め、適切に財源を確保していく。

社会保障の高齢化による自然増の範囲に入れるのではなく、
子ども・子育て支援等の財源は、きちんと別の財源を確保すべき



社会保障の充実による国民不安の解消

社会保障の充実

企業の内部留保
（406.2兆円）を
給与に還元

共助（保険料）の増額

被用者保険の
保険料率を
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に合わせる

公助（公費）の増額

需要創出・雇用拡大

国民不安の解消

賃金上昇

消費税増収分を
社会保障財源へ

経済成長 地方創生

たばこ税を増税し、
社会保障財源に

税制・AMEDの補助金・
官民ファンドの活用による
イノベーションの促進

「1億総活躍」
「働き方改革」
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社会保障を抑制すると国民不安が増大する

給付の制限・自己負担の増加

混合診療

民間保険

社会保障の抑制による公的医療費の削減

株式会社の参入

公平性・格差拡大への国民の不満

国民不安の増大

規制改革

所得・資産の多寡
による医療格差

民間活用

株式配当

富裕層の更なる
資産拡大

加入者の選別
不採算地域・分野

からの撤退

受診時定額負担
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